
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　予定

平成29年度　予定 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成２８年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 □ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 市川智明

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3242

事務事業名 4117 市民支援事業

所　　属 130100 市民共創部・市民課

施　　策 07024200 地域コミュニティの活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 020113 総務費・総務管理費・市民生活支援費
科目

事業 020000 市民支援事業

事業目的 事業概要・効果 

コミュニティ活動の柱である、各区の活動及び各区の 区長会と文書等配布事務を初めとする「行政事務委託

コミュニティ活動の拠点、１次避難所である公会堂の 」により、市政の円滑な推進・各区との連携を図りる

改築、維持修繕や事務機器整備への支援 とともに各区の財政基盤の確立に寄与する。

公会堂の改築、維持修繕等に対する補助をし、

内

コミュ

ニティ活動の拠

部

点の整備等を推進する

評

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度

価

実績及び予定

平成27

【

年度　実績 平成28年

二

度　予定

区長会への行

次

政事務委託料　38,

】

400,000円 同前

1

年

事務機器設置事業補

頁

助金 3町　補助額 

平

164,000円

公会

成

堂建設事業補助金　1

２

1町　補助額 5,9

８

73,000円

平成2

年

9年度　予定 平成30

度

年度　予定

平成31年

　

度　予定 平成32年度

行

　予定

政評価事業別シート

実計対象 評価対象



費 （単位：千円）

平成27年度 平成28年度

決　　　算 予　　　算

事業費 52,171 67,481

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 9,583 0

一般財源 42,588 67,481

正規職員 1.1 1.1
人員数

嘱託職員 0.0 0.0
（人）

臨時職員 0.2 0.2

正規職員 7,928.8 7,928.8

人　員 嘱託職員 0.0 0.0

コスト 臨時職員 206.0 206.0

計 8,134.8 8,134.8

市民一人当たりの経費 1.2 1.4

総額 60,305.8 75,615.8

（単位：千円）

平成2

内

7年度決算　事業費の

部

内訳

主な節 金額 内容

8

評

節  報償費 0

区長慰

価

労の会、表彰状印刷費

【

等
11節 需用費 38

二

7

行政事務委託料
13

次

節 委託費 38,40

】

0

15節 工事請負費

2

0

事務機器等設置補助

頁

金、公会堂建設建設補

指

助金、一般コミュニテ

 

ィ事業補
19節 負担

標

金補助及び交付金 13

 

,337
助金

その他 4

名

7

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成27年度 平成28年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成27年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 自治会への加入率

算　　式 住民登録の全世帯数に対する隣組登録世帯数の割合 単位 ％

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 99
目 標 値

実 績

指標選定 数値の把握が容易

の 理 由

最終年度 ほぼ100％

目標の根拠

指 標 名 ボランティ団体数の増加

算　　式 ボランティ登録している団体数 単位 団体

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 222
目 標 値

実 績

指標選定 数値の把握が容易

の 理 由

最終年度 過去の登録団体数の最大値

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業



委

はあるか

効 率 性 ・

託

効率性向上に努めてい

費

るか 変わらない

・使用

1

料などの受益者負担や

5

補助対象事業の範囲な

節

ど、財源確保の余地は

 

ないか

宝くじ助成事業

工

等を活用している

評 

事

  価

コメント

振り返

請

り（決算年度の取組み

負

課題）

区長会と「行政

費

事務委託」を結び、市

1

政の円滑な推進・各区

9

との連携を図ることが

節

できた。

公会堂の改築

 

、維持修繕、事務機器

負

の整備等に対して補助

担

をし、コミュニティ活

金

動の拠点の整備等を推

補

進できたのではな

いか

助

。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成28

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

8節  報償費 0

区長

平

慰労の会、感謝状印刷

成

11節 需用費 398

2

13節 委託費 0

15

8

節 工事請負費 0

公会

年

堂建設・事務機等購入

度

補助、区長会自治会活

当

動交付金
19節 負担

初

金補助及び交付金 67

予

,039
 

普通旅費、

算

その他 44

ＣＨＥＣＫ

　

個別評価

項目 評価観点

事

評価内容

・市民の生命

業

・財産を守るため市が

費

実施することが必要不

の

可欠な事業であるか

・

内

行政内部の管理運営上

訳

必要な事業であるか

必

主

 要 性 ・市が主体と

な

なり実施すべき事業か

節

普通

・法的な根拠や公

金

的関与の妥当性はある

額

か

・目的は結果（施策

内

の目指す理想）に結び

容

ついているか

共助にお

8

いて、自治会活動支援

節

は重要

評   価

コメ

 

ント

・事業の成果は上

 

がっているか

・目標に

報

対する達成度は十分か

償

有 効 性 ・市民生活

費

上の課題解決に貢献し

1

ているか 普通

・行政内

1

部の管理上の課題解決

節

に貢献しているか

・事

 

業の目的が達成できる

需

ような事業内容になっ

用

ているか

地域活動拠点

費

・地域避難所となる公

1

会堂の整備が進んでい

3

る。

評   価

コメン

節

ト

・成果を落とさずに

 

コストを削減する方法



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

区長をはじめとする役員・区長会などと協力・支援・ 地域のコミュニティの核としての区への各

内

種支援を通

連携を行い

部

、市民の福祉向上のは

評

かっていく。 じ、市民

価

の地域での活動支援を

【

図っている。今後、区

二

 の負担軽減を

どのよ

次

うに進めていくのか。

】

外部評価

次年度以降の

4

方向性

外部評価コメン

頁

ト

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


